
【抜粋】

水産関係民間団体事業実施要領の運用について

平 成 2 2 年 ３ 月 2 6 日

2 1 水 港 第 2 5 9 7 号

水 産 庁 長 官 通 知

最 終 改 正

平 成 3 0 年 ３ 月 2 9 日

2 9 水 港 第 3 2 5 8 号

第１ 対象事業

この通知の対象となる事業の種類は、水産関係民間団体事業実施要領（平成10年４月８日付

け10水漁第944号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要領」という。）の第２の別表に掲げ

る事業とする。

第２ 共通事項

１ 事業実施計画の提出及び変更

実施要領第３の１の事業実施計画は、別記参考様式第１号により作成し、水産庁長官に提出

するものとする。

また、事業実施計画の重要な変更は、別記参考様式第２号により作成し、水産庁長官に提出

するものとする。

２ 財産の運用・管理規定

事業実施主体が、補助事業実施期間後に補助事業の目的に従い事業の効果又は効率の向上を

図るため、補助事業により取得した財産を実験等に供しようとする場合は、水産庁長官の承認

を得なければならない。なお、実験等を委託して実施した場合も同様とする。

３ 特許権の処分・放棄の協議

事業実施主体は、本事業の結果取得した特許権等に係る水産関係民間団体事業補助金交付要

綱（平成10年４月８日付け10水漁第945号農林水産事務次官依命通知。以下「交付要綱」という。）

第18の３に基づく利用又は処分については、次のとおりとする。

（１）当該事業を実施した年度及び当該年度の翌年度以降５年以内に特許権等を放棄しようとす

るときは、別記参考様式第３－１号により事前に水産庁長官と協議する。

（２）当該事業を実施した年度の翌年度以降５年を経過した後に特許権等を譲渡又は放棄した場

合には、別記参考様式第３－２号により水産庁長官に報告する。

４ 指導及び監督

水産庁長官は、この事業の実施に関し必要な指導及び監督を行い、必要に応じ、事業実施主

体からの報告を求めることができるものとする。

第３ 事業の目的、内容等

実施要領に掲げる事業を実施するために必要な個別事業の目的、内容等は以下のとおりとす

るほか、水産庁長官が別途定める公募要領により事業内容等を定める場合は、当該公募要領の

定めるところによる。



４－９－（２） 有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち有害生物漁業被害防止総合対策事業

（１）事業の内容、補助対象経費等

ア この事業は、以下の（ア）から（エ）までの事業について事業実施主体が行う事業とする。ま

た、事業実施機関が事業を行う場合に要する経費を事業実施主体が助成する事業とする。なお、

本事業の対策は広域的な漁業被害の防止及び軽減を目的とし、都道府県との間で適切な役割分担

が図られていなければならない。

（ア）有害生物調査及び情報提供事業

（イ）有害生物被害軽減技術開発事業

（ウ）有害生物被害軽減対策事業

（エ）有害生物利活用促進事業

イ アの（ウ）の事業において補助対象となる洋上駆除、陸上処理の方法、漁具等（陸上処理機材、

改良漁具等）は、実証化試験を含む技術開発段階のものではなく普及段階のものであると認め

られるものでなければならない。

ウ アの（ウ）の事業のうち対象となる有害生物の駆除の実施に当たっては、次の条件を全て満た

さなければならない。

（ア）特定の時期、場所等で駆除を行うことが広域的な漁業被害の防止・軽減に効果

的であると認められること。

（イ）駆除計画の策定には、関係する都道府県、漁業団体、研究機関、事業実施機関及び漁業者

等が参画し、連携して駆除を行う体制を構築すること。

（ウ）各都道府県の沿岸漁場近海域における駆除等の対策については、その都道府県又は当該都

道府県の漁業関係者が自主的に行っていること。

エ アの（ウ）の事業における有効利用とは、陸揚げされた有害生物の処理を円滑に行うことを目

的とし、廃棄（焼却･埋設）以外の方法で資源化することをいう。

（２）事業実施主体等

ア 事業実施主体

この事業の事業実施主体は、事業の適切な実施ができる民間団体として公募により選定され

た者とする。

イ 事業実施機関

この事業の事業実施機関は、漁業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業生産組合、一般社団

法人、一般財団法人、地元漁民が組合員、社員又は株主となっている法人又は法人格を有しな

い団体であって代表者、団体の目的、団体の意思決定の機関及びその決定の方法を含んだ規約

を有する団体であり、事業を確実かつ適正に実行することができると客観的に認められる者と

する。

（３）事業実施計画の承認

ア 事業実施機関は、別記様式第１号により事業実施計画を作成し、事業実施主体の承認を受け

るものとする。この場合、事業実施主体の作成する総合的な事業実施計画の範囲内であること

を確認し、適当であると認められる場合において承認するものとする。また、これを変更する

場合についても同様とする。（別記様式第２号）

イ 事業実施主体は、アの承認を行った場合、水産庁長官に報告するものとする。

（４）助成金の交付

ア 事業実施機関は、事業に要する経費について交付を受けようとする場合は、別記様式第３号

により事業実施主体に対して交付申請を行うものとする。

イ 事業実施主体は、アの交付申請書の提出があった場合、その交付申請書の内容が適当である

と認められるときは、予算額の範囲内において事業に要する経費を交付することができる。

ウ 事業実施機関は、事業実施主体から交付を受けた助成金に残額が生じた場合は、当該残額を

事業実施主体に返還するものとする。

（５）助成金の概算払い

ア 事業実施主体は、事業の円滑な運営に必要な場合、概算払いを行うことができる。

イ 事業実施機関が概算払いを受けようとするときは、別記様式第４号により事業実施主体に請

求を行い、事業実施主体はこれを審査の上、適当であると認められる場合において助成金の概

算払いを行うものとする。



（６）事業実績の報告

事業実施機関は、事業を実施した事業年度における当該事業の成果等について、事業終了後

遅滞なく、別記様式第５号により事業実績報告書を作成し、事業実施主体に提出するものとす

る。

（７）収益納付

事業実施主体は、本事業の実施期間中及び事業終了後５年間において、本事業により収益が生

じた場合には、別記様式第６号を用いて、水産庁長官に提出するものとする。水産庁長官は当該

報告に基づき、事業成果の実用化、知的財産権の譲渡、実施権の設定、事業の成果の他への供与

等により収益を得たと認められる場合には、事業実施主体に対して、次の算式によって得られた

金額を国に納付させるものとする。ただし、この納付金は、本事業に係る補助金額を限度とする。

Ｄ

Ｅ ＝ （Ａ－Ｂ） × ―

Ｃ

Ａ：収入総額（消費税相当額を除く。）

Ｂ：支出総額（消費税相当額を除く。）

Ｃ：補助事業に要した経費

Ｄ：本事業に係る国庫補助金

Ｅ：納付すべき収益額

（８）事業の委託

事業実施主体及び事業実施機関は、事業を円滑に実施するために必要がある場合には、当該

事業の一部を第三者に委託して実施することができるものとする。

（９）指導及び監督

水産庁長官は、この事業の実施に関し必要な指導及び監督を行い、必要に応じ、事業実施主

体及び事業実施機関からの報告を求めることができるものとする。

４－９－（３） 有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業

（１）事業の内容、補助対象経費等

ア 大型クラゲの漁業被害対策に係る駆除事業及び陸上処理事業について、事業実施機関が事業

を行う場合に事業実施主体が助成する事業に要する経費とする。なお、本事業の対策は大型ク

ラゲによる広域的な漁業被害の防止及び軽減を目的とし、都道府県との間で適切な役割分担が

図られていなければならない。

イ 駆除事業における大型クラゲ駆除効果促進ネットの導入に要する経費及び陸上処理事業にお

ける陸上処理機材導入に要する経費については、補助率２分の１以内とし、それら以外の経

費については、定額補助とする。

ウ この事業において補助対象となる洋上駆除、陸上処理の方法、駆除漁具、駆除効果促進ネッ

ト、陸上処理機材は、実証化試験を含む技術開発段階のものではなく普及段階のものである

と認められるものでなければならない。

エ 陸上処理事業における有効利用とは、陸揚げされた有害生物の処理を円滑に行うことを目的

とし、廃棄（焼却･埋設）以外の方法で資源化することをいう。

オ 大型クラゲの駆除の実施に当たっては、次の条件を全て満たさなければならない。

（ア）特定の時期、場所等で駆除を行うことが広域的な漁業被害の防止・軽減に効果的

であると認められること。

（イ）駆除計画の策定には、関係する都道府県、漁業団体、研究機関、事業実施機関及び漁業者等

が参画し、連携して駆除を行う体制を構築すること。

（ウ）各都道府県の沿岸漁場近海域における駆除等の対策については、その都道府県又は当該都道

府県の漁業関係者が自主的に行っていること。



（２）事業実施主体等

ア 事業実施主体

この事業の事業実施主体は、有害生物漁業被害防止総合対策基金（以下「有害生物対策基金」

という。）の管理を行う特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構とする。

イ 事業実施機関

この事業の事業実施機関は、漁業協同組合連合会、漁業協同組合、漁業生産組合、一般社団

法人、一般財団法人、地元漁民が組合員、社員又は株主となっている法人又は法人格を有しな

い団体であって代表者、団体の目的、団体の意思決定の機関及びその決定の方法を含んだ規約

を有する団体であり、事業を確実かつ適正に実行することができると客観的に認められる者と

する。

（３）基金の管理等

ア 事業実施主体は、交付要綱第27の規定に基づき国からの補助金等を国庫に返納する場合、国

庫へ返納する額は、基金のうち国庫補助金等相当額（法定果実を含む。）を上限とする。

イ 事業実施主体は、水産庁長官の承認を得て、基金の一部を事業の管理運営に要する経費に充

てることができるものとする。

（４）事業実施計画の承認

ア 事業実施機関は、別記様式第１号により事業実施計画を作成し、事業実施主体の承認を受け

るものとする。この場合、事業実施主体の作成する総合的な事業実施計画の範囲内であること

を確認し、適当であると認められる場合において承認するものとする。また、これを変更する

場合についても同様とする（別記様式第２号）。

イ 事業実施主体は、アの承認を行った場合、水産庁長官に報告するものとする。

（５）助成金の交付

ア 事業実施機関は、事業に要する経費について交付を受けようとする場合は、別記様式第３号

により事業実施主体に対して交付申請を行うものとする。

イ 事業実施主体は、アの交付申請書の提出があった場合、その交付申請書の内容が適当である

と認められるときは、有害生物対策基金の範囲内において事業に要する経費を交付することが

できる。

ウ 事業実施機関は、事業実施主体から交付を受けた助成金に残額が生じた場合は、当該残額を

事業実施主体に返還するものとする。

（６）助成金の概算払い

ア 事業実施主体は、事業の円滑な運営に必要な場合、概算払いを行うことができる。

イ 事業実施機関が概算払いを受けようとするときは、別記様式第４号により事業実施主体に請

求を行い、事業実施主体はこれを審査の上、適当であると認められる場合において助成金の概

算払いを行うものとする。

（７）事業実績の報告

事業実施機関は、事業を実施した事業年度における当該事業の成果等について、事業終了後

遅滞なく、別記様式第５号により事業実績報告書を作成し、事業実施主体に提出するものとす

る。

（８）運営状況及び助成完了の報告

ア 事業実施主体は、実施要領第９の規定に基づき、事業を実施した事業年度における有害生物

対策基金の運営状況について、事業終了後遅滞なく、別記様式第６号により水産庁長官に報告

するものとする。

イ 事業実施主体は、実施要領第５の２の規定に基づき、有害生物対策基金の助成が全て完了し

た場合は、別記様式第７号により水産庁長官に報告するものとする。

（９）指導及び監督

水産庁長官は、この事業の実施に関し必要な指導及び監督を行い、必要に応じ、事業実施主

体及び事業実施機関からの報告を求めることができるものとする。

附 則（平成30年３月29日29水港第3258号）

１ この改正は、平成30年４月１日から施行する。

２ この通知による改正前の運用の規定により行うこととされている平成29年度予算に係る事業につ

いては、なお従前の例による。



別記参考様式第１号（第２第１項関係）

平成 年度○○○○○○○○事業実施計画書

番 号

年 月 日

水産庁長官 殿

所 在 地

団 体 名

代表者の役職及び氏名 印

平成 年度における○○○○○○○○事業については、下記のとおり事業実施計画を作成したので、

水産関係民間団体事業実施要領（平成10年4月8日付け10水漁第944号農林水産事務次官依命通知）第３

の１の規定に基づき、提出する。

記

補助事業に 負担区分

区分 要する経費 国庫補助金 自己負担金 備考

円 円 円

合計 円 円 円

第１ 事業の目的

第２ 事業の内容

（注）備考欄には、積算基礎を入れること。



別記参考様式第２号（第２第１項関係）

平成 年度○○○○○○○○事業実施変更計画書

番 号

年 月 日

水産庁長官 殿

所 在 地

団 体 名

代表者の役職及び氏名 印

平成 年度における○○○○○○○○事業については、下記のとおり事業実施変更計画書を作成し

たので、水産関係民間団体事業実施要領（平成10年4月8日付け10水漁第944号農林水産事務次官依命通

知）第３の２の規定に基づき、提出する。

記

第１ 変更の目的

第２ 変更の内容

（事業実施計画書に準じて作成し、変更前を上段括弧書きに変更後を下段に記載すること）



別記参考様式第３－１号（第２第３項関係）

平成 年度○○○○○○○○事業に係る特許権等の放棄の協議

番 号

年 月 日

水産庁長官 殿

所 在 地

事業実施主体名

代表者の役職及び氏名 印

平成 年 月 日付け 第 号をもって交付決定通知があった標記の補助事業に関し

て、特許権等を放棄したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付

け21水港第2597号水産庁長官通知）第２の３の（１）の規定に基づき、下記のとおり協議する。

記

１ 開発課題

２ 特許権等の種類及び番号

３ 出願又は取得年月日

４ 特許権等の概要

５ 放棄の理由



別記参考様式第３－２号（第２第３項関係）

平成 年度○○○事業に係る特許権等の譲渡（又は放棄）報告書

番 号

年 月 日

水産庁長官 殿

所 在 地

事業実施主体名

代表者の役職及び氏名 印

平成 年 月 日付け 第 号をもって交付決定通知があった標記の補助事業で取得し

た特許権等を譲渡（又は放棄）したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３

月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第２の３の（２）の規定に基づき、下記のとおり報告する。

記

１ 開発課題

２ 特許権等の種類及び番号

３ 出願又は取得年月日

４ 特許権等の概要

５ 相手先及び条件（譲渡の場合）

６ 放棄の理由（放棄の場合）



（４－９－（２） 有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち有害生物漁業被害防止総合対策事業

別記様式第１号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業実施計画承認申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業について、下記のとおり事業実施計画を作成したので、水産関係

民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－

（２）の（３）のアの規定に基づき、承認願いたい。

記

第１ 実施事業名

有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち

○○○○○○○○事業 （注）実施を計画する事業名を全て記載すること。

第２ 事業の目的

△△△･･･

第３ 事業の内容

１ 有害生物調査及び情報提供事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物漁業被害防止検討委員会開催計画

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（２）有害生物生態把握調査計画

対象有害生物 実 施 期 間 調 査 手 段 調 査 内 容 備 考

（３）有害生物回遊経路調査計画

実 施 場 所 実 施 期 間 調 査 手 段 調 査 内 容 備 考



（４）有害生物出現情報収集・解析及び情報提供計画

ア 有害生物出現情報収集・解析

対象有害生物 実 施 期 間 出現情報収集・解析方法 備 考

イ 有害生物出現情報の提供

対象有害生物 実 施 期 間 情報提供手段 情報提供内容 備 考

２ 有害生物被害軽減技術開発事業

事業内容

△△△･･･

（１）トド追い払い等効果検証計画

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

（２）トド漁業被害防止技術開発計画

試験等の項目 実施時期 実施場所 内 容 備 考

（３）トド漁業被害軽減対策検討会開催計画

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（４）ザラボヤ被害防止ネットワーク構築計画

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

３ 有害生物被害軽減対策事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物駆除計画

対象有害生物 実施時期 実施場所 内 容 備 考



（２）有害生物陸上処理計画

ア 実施時期、実施場所及び実施内容

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

イ 実施場所での項目及び数量

実 施 場 所 項 目 数 量 備 考

（３）改良漁具の導入計画

実 施 場 所 改良漁具等の種類 改良漁具等の導入数 導 入 時 期 備 考

４ 有害生物利活用促進事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物利活用促進検討委員会開催計画

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（２）有害生物利活用促進計画

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

（注）該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第４ 事業に必要な経費配分 （単位：円）

補助事業に 負 担 区 分

区 分 要する経費 備 考

助成金 自己負担

１ 有害生物調査及び情報提供

事業費

２ 有害生物被害軽減技術開発

事業費

３ 有害生物被害軽減対策事業

費



（１）有害生物駆除費

ａ 大型クラゲ駆除効果促進

ネット導入に要する経費

ｂ ａ以外の経費

（２）有害生物陸上処理費

（３）改良漁具の導入費

ａ 改良漁具の購入に要する

経費

ｂ ａ以外の経費

４ 有害生物利活用促進事業費

計

（注）１ 備考欄には、計上している経費の費目名を全て記載すること。

２ 該当しない項目は適宜削除してかまわない。

別記様式第２号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業計画変更承認申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策

事業について、下記により事業内容及び経費の配分を変更したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について

（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（２）の（３）のアの規定に基づき、承

認願いたい。

記

（注）記の記載内容は、別記様式第１号に準ずるものとする。この場合において、同様式中「事業の目的」を「変更の理由」と書き換えて同箇所に変更の

理由を記載するとともに、助成金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対照で

きるように変更部分を二段書きにし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

ただし、当該変更の対象外となる事項については省略する。

また、添付書類については、交付申請書に添付したものに変更があった場合についてのみ添付すること。



別記様式第３号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業交付申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成○○年度において、下記のとおり、有害生物漁業被害防止総合対策事業を実施したいので、水産関係民間団体

事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（２）の（４）

のアの規定に基づき、金 円の交付を申請する。

記

第１ 実施事業名

有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち

○○○○○○○○事業 （注）実施を計画する事業名を全て記載すること。

第２ 事業の目的

△△△･･･

第３ 事業の内容

１ 有害生物調査及び情報提供事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物漁業被害防止検討委員会開催計画（又は実績）

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（２）有害生物生態把握調査計画（又は実績）

対象有害生物 実 施 期 間 調 査 手 段 調 査 内 容 備 考

（３）有害生物回遊経路調査計画（又は実績）

実 施 時 期 実 施 場 所 調 査 手 段 調 査 内 容 備 考



（４）有害生物出現情報収集・解析及び情報提供計画（又は実績）

ア 有害生物出現情報収集・解析

対象有害生物 実 施 期 間 出現情報収集・解析方法 備 考

イ 有害生物出現情報の提供

対象有害生物 実 施 期 間 情報提供手段 情報提供内容 備 考

２ 有害生物被害軽減技術開発事業

事業内容

△△△･･･

（１）トド追い払い等効果検証計画（又は実績）

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

（２）トド漁業被害防止技術開発計画（又は実績）

試験等の項目 実施時期 実施場所 内 容 備 考

（３）トド漁業被害軽減対策検討会開催計画（又は実績）

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（４）ザラボヤ被害防止ネットワーク構築計画（又は実績）

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

３ 有害生物被害軽減対策事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物駆除計画（又は実績）

対象有害生物 実施時期 実施場所 内 容 備 考



（２）有害生物陸上処理計画（又は実績）

ア 実施時期、実施場所及び実施内容

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

イ 実施場所での項目及び数量

実 施 場 所 項 目 数 量 備 考

（３）改良漁具の導入計画（又は実績）

実 施 場 所 改良漁具等の種類 改良漁具等の導入数 導 入 時 期 備 考

４ 有害生物利活用促進事業

事業内容

△△△･･･

（１）有害生物利活用促進検討委員会開催計画（又は実績）

開 催 時 期 開 催 場 所 内 容 備 考

（２）有害生物利活用促進計画（又は実績）

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

（注）該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第４ 事業に必要な経費配分 （単位：円）

補助事業に 負 担 区 分

区 分 要する経費 備 考

（又は補助事業 助成金 自己負担

に要した経費）

１ 有害生物調査及び情報提供

事業費

２ 有害生物被害軽減技術開発

事業費

３ 有害生物被害軽減対策事業

費



（１）有害生物駆除費

ａ 大型クラゲ駆除効果促進

ネット導入に要する経費

ｂ ａ以外の経費

（２）有害生物陸上処理費

（３）改良漁具の導入費

ａ 改良漁具の購入に要する

経費

ｂ ａ以外の経費

４ 有害生物利活用促進事業費

計

（注）１ 備考欄には、計上している経費の費目名を全て記載すること。

２ 該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第５ 事業完了予定年月日（又は完了年月日）

第６ 収支予算（又は収支精算）

１ 収入の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備 考

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） （△）

助 成 金

自己負担金

計



２ 支出の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備 考

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） （△）

１ 有害生物調査及び

情報提供事業費

２ 有害生物被害軽減

技術開発事業費

３ 有害生物被害軽減

対策事業費

４ 有害生物利活用促

進事業費

計

第７ 添付書類

その他参考となる資料

別記様式第４号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業概算払請求書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で助成金の交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害防止

総合対策事業について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水

産庁長官通知）第３の４－９－（２）の（５）のイの規定に基づき、金 円を概算払いによって交付され

たく請求する。

記



補助事業に 既受領額 今回請求額 残 額

区 分 要する経費 助 成 金

金 額 出来高 金 額 出来高 金 額 出来高

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

合 計

（注）水産関係民間団体事業実施要領の運用について第３の４－９－（２）の（１）のアの（ア）から（エ）までの事業ごとに区分して記載すること。

別記様式第５号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業実績報告書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で補助金の交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害防止

総合対策事業について、下記のとおり事業を実施したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用通知について（平成 22

年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（２）の（６）の規定に基づき、報告する。

なお、併せて助成金の精算額金 円の交付を請求する。

記

（注）記の記載内容は、別記様式第３号に準ずるものとする。また、添付書類については、交付申請書又は事業計画変更承認申請書に添付したものに変

更があった場合についてのみ添付すること。

別記様式第６号

収益状況報告書

番 号

年 月 日

水産庁長官 殿

住 所

事業実施主体名

代表者役職氏名 印



有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち有害生物漁業被害防止総合対策事業について収益が生じたので、水産関係

民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－

（２）の（７）の規定に基づき、下記のとおり報告し、金○○○円を納付する。

記

１．収益の内容：○○に係る収益（特許権等の譲渡、機器類等の実用化等）

２．収益の内訳

収入総額 支出総額

項目 （消費税相当額を除く。） （消費税相当額を除く） 補助事業に要した経費 本事業に係る国庫補助金 納付すべき収益額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ）

金額

※算式は、Ｅ＝（Ａ－Ｂ）× （Ｄ／Ｃ）を用いること。



（４－９－（３） 有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業

別記様式第１号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業実施計画承認申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記のとおり事業実施

計画を作成したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産

庁長官通知）第３の４－９－（３）の（４）のアの規定に基づき、承認願いたい。

記

第１ 実施事業名

有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち

大型クラゲ緊急対策事業

第２ 事業の目的

△△△･･･

第３ 事業の内容

１ 駆除事業

事業内容

△△△･･･

（１）駆除漁具等の導入計画

駆除漁具等の種類 駆除漁具等の導入数 導 入 時 期 備 考

（２）駆除実施計画

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考

２ 陸上処理事業

事業内容

△△△･･･

陸上処理実施計画



項 目 数 量 内 容 備 考

運搬経費

処理用機材の導入経費

処理及び有効利用経費

（注）該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第４ 事業に必要な経費配分 （単位：円）

補助事業に 負 担 区 分

区 分 要する経費 備 考

基金助成金 自己負担金

１ 駆除事業費

（１）駆除漁具等の導入費

（２）駆除事業費

２ 陸上処理事業費

計

（注）１ 備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。

２ 該当しない項目は適宜削除してかまわない。

別記様式第２号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業計画変更承認申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で基金助成金の交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害

防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記により事業内容及び経費の配分を変更したいので、水

産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－

９－（３）の（４）のアの規定に基づき、承認願いたい。

記



（注）記の記載内容は、別記様式第１号に準ずるものとする。この場合において、同様式中「事業の目的」を「変更の理由」と書き換えて同箇所に変更の

理由を記載するとともに、基金助成金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容易に比較対

照できるように変更部分を二段書きにし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

ただし、当該変更の対象外となる事項については省略する。

また、添付書類については、交付申請書に添付したものに変更があった場合についてのみ添付すること。

別記様式第３号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策基金助成金交付申請書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成○○年度において、下記のとおり、有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業を実施

したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通

知）第３の４－９－（３）の（５）のアの規定に基づき、基金助成金金 円の交付を申請する。

記

第１ 実施事業名

有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち

大型クラゲ緊急対策事業

第２ 事業の目的

△△△･･･

第３ 事業の内容

１ 駆除事業

事業内容

△△△･･･

（１）駆除漁具等の導入計画（又は実績）

駆除漁具等の種類 駆除漁具等の導入数 導 入 時 期 備 考

（２）駆除実施計画（又は実績）

実 施 時 期 実 施 場 所 内 容 備 考



２ 陸上処理事業

事業内容

△△△･･･

陸上処理実施計画（又は実績）

項 目 数 量 内 容 備 考

運搬経費

処理用機材の導入経費

処理及び有効利用経費

（注）該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第４ 経費配分 （単位：円）

補助事業に 負 担 区 分

区 分 要する経費 備 考

（又は補助事業 基金助成金 自己負担金

に要した経費）

１ 駆除事業費

（１）駆除漁具等の導入費

（２）駆除事業費

２ 陸上処理事業費

計

（注）１ 備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。

２ 該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第５ 事業完了予定年月日（又は完了年月日）

第６ 収支予算（又は収支精算）

（１）収入の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備 考

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） （△）

基金助成金

自己負担金

計



（２）支出の部 （単位：円）

区 分 本年度予算額 前年度予算額 比較増減 備 考

（又は本年度精算額） （又は本年度予算額） （△）

１ 駆除事業費

２ 陸上処理事業費

計

第７ 添付書類

その他参考となる資料

別記様式第４号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策基金助成金概算払請求書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で基金助成金の交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害

防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成 22

年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（３）の（６）のイの規定に基づき、金 円

を概算払いによって交付されたく請求する。

記

既受領額 今回請求額 残額

区 分 補助事業に 基金助成金

要する経費 金 額 出来高 金 額 出来高 金 額 出来高

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

合 計

（注）別記様式第３号の第４の経費配分に準じて区分すること。



別記様式第５号

平成○○年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業実績報告書

番 号

年 月 日

○○○○○（※事業実施主体）

○○ ○○ 殿

事業実施機関名

代表者 氏 名 印

平成 年 月 日付け○○第 号で補助金の交付決定通知があった平成○○年度有害生物漁業被害防止

総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記のとおり事業を実施したので、水産関係民間団体事業実施

要領の運用通知について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（３）の（７）

の規定に基づき、報告する。

なお、併せて基金助成金の精算額金 円の交付を請求する。

記

（注）記の記載内容は、別記様式第３号に準ずるものとする。また、添付書類については、交付申請書又は事業計

画変更承認申請書に添付したものに変更があった場合についてのみ添付すること。

別記様式第６号

有害生物漁業被害防止総合対策基金運営状況報告書

番 号

年 月 日

水産庁長官 ○○ ○○ 殿

事業実施主体名

代表者 氏 名 印

平成○○年度における有害生物漁業被害防止総合対策基金の運営状況について、水産関係民間団体事業実施要領の

運用について（平成 22 年 3 月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（３）の（８）のアの規定

に基づき、下記のとおり報告する。

記

第１ 有害生物漁業被害防止総合対策基金の造成額及び残高 （単位：円）

金 額 備 考

基金造成費補助金

運 用 益

前 期 繰 越 額



収 入 合 計

基 金 助 成 額

基 金 管 理 運 営 費

支 出 合 計

当 期 収 支 差 額

第２ 事業別有害生物漁業被害防止総合対策基金の助成額 （単位：円）

事 業 区 分 金 額 備 考

１ 駆除事業費

２ 陸上処理事業費

基 金 助 成 額 合 計

第３ 基金管理運営費の内訳 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

合 計

（注）その他参考となる資料を添付すること。

別記様式第７号

有害生物漁業被害防止総合対策基金助成完了報告書

番 号

年 月 日

水産庁長官 ○○ ○○ 殿

事業実施主体名

代表者 氏 名 印

平成○○年度において、有害生物漁業被害防止総合対策基金の助成を全て完了したので、水産関係民間団体事業実

施要領の運用について（平成 22 年３月 26 日付け 21 水港第 2597 号水産庁長官通知）第３の４－９－（３）の（８）の

イの規定に基づき、下記のとおり報告する。



記

第１ 有害生物漁業被害防止総合対策基金の造成額及び残高 （単位：円）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

基金造成費補助金

運 用 益

前 期 繰 越 額

収 入 合 計

基 金 助 成 額

基 金 管 理 運 営 費

支 出 合 計

当 期 収 支 差 額

第２ 事業別有害生物漁業被害防止総合対策基金の助成額 （単位：円）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

有害生物出現調査及び

情報提供事業

改良漁具等の導入促進

事業

有害生物駆除事業

有害生物陸上処理事業

有害生物被害軽減実証

事業

駆除事業

陸上処理事業

基 金 助 成 額 合 計

（注）１ 駆除事業及び陸上処理事業については、平成 27 年度以降の大型クラゲ対策に要した助成額を記載するものとする。

２ その他参考となる資料を添付すること。
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